
査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

22,214

事業概要

　世代間の公平な負担のため、学校や道路、大型施設の整備等の財源として発行した市債の元金・利子を
支払う。また、会計年度内の一時的な現金の不足が生じた場合に借り入れる一時借入金に伴う利子を計上
している。

10,079,939 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

№03

部課室 財務部資産経営課 事業名 公用車維持管理事業

SDGs（持続可能な開発目標）

千円 0 千円 22,214 千円 0

9 11

ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業区分

ＫＰＩ 受益者など（見込）

千円

0 千円10,079,939 千円

市長査定額

円

№02

部課室 財務部資産経営課 事業名 資産マネジメント事業 事業区分 その他事業

対象1人あたり

SDGs（持続可能な開発目標）

事業概要

59,237

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

49,780 千円 49,780 千円 0 千円 49,780 千円

千円

事業区分

円公用車(四輪自動車)：175台

円

対象1台あたり 284,457

　市が所有する普通財産について維持管理を行い、有効活用ができるように整理するとともに、不要物件
については売却を進める。また、公共施設等総合管理計画を推進し、公共施設の効果的・効率的な改修・
更新や再配置等、経営的視点での運用に取り組む。

担当課室要求額 財政担当査定額

26,611一宮市R5.10.1現在人口：378,786人ＫＰＩ 受益者など（見込）

SDGs（持続可能な開発目標）

　管轄する公用車について安全運行ができるよう維持管理、運行管理を行う。また、経年劣化した公用車
の買い替えを行う。令和6年度の四輪自動車買い替え予定台数は12台

0

6

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

（財務部等）

№01

部課室 財務部財政課 事業名 市債償還事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③

10,079,939 千円 0

22,214

その他事業

その他事業

対象1件あたり

千円

7

事業概要

査定結果の理由等

増減（③-②）

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

資産マネジメント対象物件：375件

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

千円



ＫＰＩ 受益者など（見込） 給付金受給対象者：70,000人 対象1人あたり 30,567 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

2,139,734 千円 2,139,734 千円 0 千円 2,139,734 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標） 1

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 各施設：95拠点 対象1拠点あたり 165,000 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

15,675 千円 15,675 千円 0 千円 15,675 千円 0

№06

部課室 財務部市民税課 事業名 定額減税調整給付金支給事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　物価高騰がもたらす市民の負担増の緩和を目的として、所得税と個人住民税において定額減税が実施さ
れるところ、その恩恵を十分に受けられないと見込まれる所得水準の方を対象者として、定額減税を補足
するための給付金を支給する。給付額は、本来の課税額が定額減税額(扶養家族含む1人あたり4万円)に達
しない場合に、その差額について1万円単位に切り上げた金額となる。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 財務部資産経営課 事業名 多機能電話取替事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　保育園、各出張所その他庁外施設に設置されている電話機を、今後交換予定の電話交換機に対応する電
話機に取り換える。

SDGs（持続可能な開発目標）

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

403,579 千円 433,579 千円 ＋30,000 千円 433,579 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 年間開庁日数：245日 対象1日あたり 1,769,710 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、新庁舎建設から10年経過し、設備等の劣化に対応する経費
として追加の施設修繕料を担当課と協議し、必要性が高いと判断して追加で計上した。

№05

9 11

　各種手続きのために市役所本庁舎を訪れる来庁者に安心して行政サービスを受けてもらえるよう、本庁
舎及び立体駐車場等周辺施設の安全かつ適切な維持管理を行う。また職員が支障なく業務を遂行すること
ができる労働環境の整備を行うことにより、行政の執行場所としての機能を確保することを目的とする。

SDGs（持続可能な開発目標） 9 11

6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （財務部等）

№04

部課室 財務部資産経営課 事業名 庁舎維持管理事業 事業区分 その他事業

事業概要



ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税義務者数：9,686社 対象1社あたり 147 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

1,433 千円 1,433 千円 0 千円 1,433 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税者数：193,861人 対象1人あたり 792 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

153,666 千円 153,666 千円 0 千円 153,666 千円 0

№09

部課室 財務部市民税課 事業名 法人市民税課税事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市内に事務所、事業所又は寮等を有する課税対象の法人等に対し、申告書等の送付、提出された申告書
の審査など、法人市民税を課税するための事務及び適切な申告納付を促すための事務を行う。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 財務部市民税課 事業名 個人市民税賦課業務 事業区分 その他事業

事業概要

　賦課期日(1月1日)に市内に住所を有し、前年中に一定の所得がある方及び市内に住所はないが事務所・
事業所などがある方に対して個人の市県民税の賦課(普通徴収・特別徴収)を行い、納税通知書・税額通知
書を作成・送付する。

SDGs（持続可能な開発目標）

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

36,165 千円 36,165 千円 0 千円 36,165 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 電子申告等の利用件数：366,650件 対象1件あたり 98 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№08

SDGs（持続可能な開発目標）

6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （財務部等）

№07

部課室 財務部市民税課 事業名 税務行政の電子化推進事業 事業区分 その他事業

事業概要

　インターネット経由で地方税の手続(申告・届出等)を行うことができるeLTAX(地方税ポータルシステム)
の運用、申告相談会場における所得税等申告の電子化、AI電話自動応答サービスを利用した申告予約シス
テムや、住民税税額試算システムの活用、全国のコンビニエンスストア等におけるマイナンバーカードを
利用した所得課税(非課税)証明書の交付など、納税義務者の利便性向上と税務事務の効率化を図る。



ＫＰＩ 受益者など（見込） 年間入湯客数：1,853人 対象1人あたり 0.54 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

1 千円 1 千円 0 千円 1 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税義務者数：4事業者 対象1事業者あたり 13,500 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

54 千円 54 千円 0 千円 54 千円 0

№12

部課室 財務部市民税課 事業名 入湯税課税事業 事業区分 その他事業

事業概要

　鉱泉浴場の利用者(入浴者)に入湯税を課税するため、入浴者に代わって申告・納税の義務を負う鉱泉浴
場の経営者へ申告書等を送付し、提出された申告書を審査するなどの課税事務を行う。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 財務部市民税課 事業名 市たばこ税課税事業 事業区分 その他事業

事業概要

　製造たばこの製造者、特定販売業者(外国産たばこの輸入を扱う者)又は卸売販売業者を納税義務者と
し、市内の小売販売業者に売り渡したたばこの本数に応じて市たばこ税を課税するため、納税義務者に対
して申告書の送付や、提出された申告書の審査などの事務を行う。

SDGs（持続可能な開発目標）

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

17,797 千円 17,797 千円 0 千円 17,797 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 軽自動車等登録台数：113,526台 対象1台あたり 156 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№11

SDGs（持続可能な開発目標）

6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （財務部等）

№10

部課室 財務部市民税課 事業名 軽自動車税賦課事業 事業区分 その他事業

事業概要

　賦課期日(4月1日)における軽自動車等(原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車、小型自動二輪)の
所有者に対して納税通知書を送付し、課税する。



6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （財務部等）

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税者(法人を含む)：479,625人 対象1人あたり 573 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、会計年度任用職員関連経費を見直して一部増額した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

274,852 千円 274,937 千円 ＋85 千円 274,937 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標） 17

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税義務者数(法定免税点以上のもの)：148,758人 対象1人あたり 738 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

109,926 千円 109,926 千円 0 千円 109,926 千円 0

№15

部課室 財務部納税課 事業名 市税収納事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市税の口座振替や納期内納付の啓発など収納に関する事務及び滞納者に対して納付の督促・催告や差押
えなど滞納処分に関する事務を行う。
　新たに口座振替の申し込みから金融機関の承認まで一連の手続きをWeb上にて行うサービスを導入し、利
便性の向上を図る。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

SDGs（持続可能な開発目標）

市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

3,501 千円 3,501 千円 0 千円 3,501 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税義務者数：678事業者 対象1事業者あたり 5,163

部課室 財務部資産税課 事業名 固定資産税賦課事業 事業区分 その他事業

事業概要

　賦課期日(1月1日)に市内にある固定資産(土地・家屋・償却資産)を固定資産評価基準により適正な時価
の算定を行い賦課する。所有権移転、分合筆の通知、建築概要の閲覧、市県民税との照合等により資産を
把握し市内巡回などにより現況調査を実施する。また、3年に一度市内全域の航空写真を撮影し土地家屋合
成図システムを活用して適正に課税し、納税通知書を作成・送付する。

円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№14

担当課室要求額 財政担当査定額

SDGs（持続可能な開発目標）

№13

部課室 財務部市民税課 事業名 事業所税課税事業 事業区分 その他事業

事業概要

　一定規模以上の事業を行っている課税対象の事業者に対し、申告書等の送付、提出された申告書の審査
など、事業所税を課税するための事務及び適切な申告納付を促すための事務を行う。



ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税義務者等(本庁舎、尾西庁舎、木曽川庁舎での収納件数)：175,659件 対象1件あたり 68 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

12,072 千円 12,072 千円 0 千円 12,072 千円 0 千円

事業概要

　指定金融機関から本庁舎への職員派出において指定金融機関業務と税金等の公金収納を行っていたもの
が令和6年度から有料化となる。また、尾西庁舎及び木曽川庁舎への収納代理金融機関からの職員派出にお
いて税金等の公金収納を行うもの。

SDGs（持続可能な開発目標） 17

№17

部課室 会計課 事業名 公金収納事業 事業区分 変更事業

6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （財務部等）

17

14,245

№16

部課室 財務部納税課 事業名 市税等納税推進事業 事業区分 その他事業

0 千円

事業概要

　市税等の滞納者に対して、電話催告や訪問による催告のほか、窓口受付、口座振替に関する業務、各種
調査書類の作成業務等、処分を伴わない補助的業務を包括的に委託する。

SDGs（持続可能な開発目標）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 納税者(法人を含む)：466,575人 対象1人あたり 30 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

14,245 千円 14,245 千円 0 千円


